
貸付事業〔互助会貸付規程〕  

① 概要  

会員は、申込みにより互助会の貸付を受けることができます。給与天引きでの償還と

なり、担保は必要ありません。  

 

② 申込資格  

会員期間が６か月以上ある会員が申込みできます。  

なお、新潟県職員互助会及び新潟県警察職員互助会の会員期間は通算されます。  

ただし、次の場合は新たな貸付は行いません。  

・休職、休業等による無給者の場合  

・住宅資金貸付及び住宅災害資金貸付は、定年退職予定５年以内の場合  

 

③ 貸付の種類  

貸 付 事 由 貸付の名称 

臨時に資金を必要とするとき。 
 

 

一 

 

般 

 

貸 

 

付 

生活資金貸付 

災害による損害のために資金を必要とするとき。 災害資金貸付 

育児休業のために資金を必要とするとき。 育児休業資金貸付 

自動車の購入に資金を必要とするとき 自動車資金貸付 

入学又は修学中の資金、奨学金の借換え資金、就学や

資格取得の資金を必要とするとき 
教育資金貸付 

住宅の新築、増改築、金融機関等からの借換え等のた

めに資金を必要とするとき。 
住

宅

貸

付 

住宅資金貸付 

災害による損害のために住宅資金を必要とすると

き。 
住宅災害資金貸付 

 

④ 申込手続  

会員が資金を必要とするとき、互助会への貸付申込手続は、次のとおりです。 

区  分  説     明  

申込書作成  
申込者が申込書を作成し、必要な添付書類を用意します。 

申込書の「現在の借受状況」欄は、必ず記載してください。 

所属長の証明  申込書の所属長証明欄は、所属長から証明を受けます。 

書類の提出  互助会（互助厚生係）に申込書と添付書類を送付します。 

互助会から  

書類の送付  

互助会で受付・審査後「貸付決定通知書」と「借用証書」が送付

されます。 



借用証書の返送  
借用証書に金額に応じた収入印紙を貼付し、借受人の印で消印を

した後、貸付日の５日前までに互助会へ返送します。 

収入印紙の額 借用金額  10 万円以下    200 円 

               50 万円以下    400 円 

              100 万円以下  1,000 円 

              500 万円以下  2,000 円 

             1,000 万円以下  10,000 円 

貸付金の交付  互助会から貸付金を給付金等振込口座に送金します。  

 

  
 

⑤ 貸付の制限  

互助会からの貸付には、次の制限があります。 

区  分  説     明  

会員期間の制限  
 会員期間が６か月未満の会員は、貸付申込はできません。  

 なお、会員期間には、新潟県職員互助会及び新潟県警察職員

互助会の会員期間を通算します。  

互助会から貸付金  

を借受中の制限  

 差額貸付制度（詳細は該当項目を参照）がありますが、償還回

数が 24 回未満の場合、借受金を完済しなければ、同種の新たな貸

付を受けることはできません。  

住宅資金及び住宅

災害資金の制限  

 住宅資金及び住宅災害資金貸付は、定年退職予定５年以内の場

合は、新たな貸付を行いません。  

その他貸付制限  
■次に該当するときは、貸付を行いません。 

① 現に給与の差押えを受けているとき。 

② 懲戒を理由とする停職等の処分を受け、給与の支給が見込め

ないとき。 

③ 貸付保険事故者 

ただし、保険会社に譲渡された債務を完済しているときを除

きます。 
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④ 破産の申立てから破産宣告までの間にあるとき、又は破産宣

告後 10 年を経過していないとき。 

⑤ 民事再生手続の申立てから再生計画認可決定までの間にあ

るとき、又は再生計画認可決定後 10 年を経過していないとき。 

⑥ 前各号に掲げるほか、債務不履行にいたる恐れのある事由が

あると理事長が認めたとき。 

⑦ 貸付による毎月の償還額の合計額が、給料月額の 10 分の３

を超えるとき。 

⑧ 貸付によるボーナス償還額の合計額が、給料月額の 10 分の

６を超えるとき。 

⑨  未成年者である組合員に対して貸付けを行う場合で、法定代

理人(親権者、親権者がいないときは後見人。親権者が両親の

場合は両親とも）から金銭消費貸借契約に同意する旨の同意

書を徴することができないとき。（未成年者が婚姻している

場合を除く。） 

⑩  休職・休業等による無給のとき。 

 

⑥ 一括償還 

会員が貸付金を必要としなくなったときは、一括償還できます。  

区  分  説     明  

申出書提出  
会員は、一括償還しようとするときは、償還を希望する月の５

日までに「一括償還申出書（貸付第 11 号様式）」を互助会（互助

厚生係）へ提出します。  

償還方法  
互助会から振込用紙が送付されます。  

当該月の 25 日（金融機関の休業日の場合は翌営業日）までに振

込んでください。  

注意事項  
一括償還額は、当該月の給与（及びボーナス）から当該月の償

還金が控除されるため、差し引いた後の額となります。  

 

⑦ 一部繰上償還 

会員が貸付金を必要としなくなったときは、一部繰上償還できます。  

区  分  説     明  

申出書提出 
会員は、一部繰上償還しようとするときは、償還を希望する月

の５日までに「一部繰上償還申出書（貸付第 12 号様式）」を互助

会（互助厚生係）へ提出します。 

償還方法 
互助会から振込用紙が送付されます。 

当該月の 25 日（金融機関の休業日の場合は翌営業日）までに振

込んでください。 

注意事項 
１ 次に掲げる以上の額から償還できます。（単位は円） 

 ア 毎月償還     10 万円 

 イ ボーナス併用償還 20 万円 

   ボーナス併用償還のときは、「ボーナス償還」に２分の

１以上を充てます。 

 

 



２ 一部繰上償還後の償還方法は２種類あります。（いずれか選

択） 

①  償還額は従前と同程度で、償還回数を減らす方法 

②  従前の未償還回数以内で希望する償還回数を設定し、１回

当たりの償還額を減らす方法 

３ 一部繰上償還額は、当該月の給与（及びボーナス）から当該

月の償還金が控除されるため、差し引いた後の額となります。  

４ 一部繰上償還後の償還額及び償還回数については、別途借受

者に通知します。 

 

⑧ 償還猶予  

育児休業、介護休業、修学部分休業、自己啓発等休業、配偶者同行休業、私傷病によ

る休職の承認を受けた又は住宅が被災したときは、償還猶予を申し出ができます。  

 

ア  休業等による償還猶予  

 区  分  説     明  

申出書の提出  
上記の休業又は休職のため償還猶予を受けるときは、会員が互助会

（互助厚生係）に対し、償還猶予を受けようとする月の前月 20 日まで

に「償還猶予申出書（貸付第 10 号）」を提出します。 

添付書類 

○  休業又は休職の辞令書の写し  

猶予条件   休業又は休職の承認を受けている場合に限ります。 

猶予承認   互助会から猶予承認通知が送付され、償還猶予期間が決定されま

す。 

猶予期間   猶予期間は、休業又は休職期間の範囲内です。  

注意事項  
償還猶予期間中は無利息です。期間終了月の翌月から、猶予前に引

き続き償還となります。 

 

イ  住宅が被災したための償還猶予  

 区  分  説     明  

申出書の提出  
住宅被災のため償還猶予をうけるときは、会員が互助会（互助厚生

係）に対し、償還猶予を受けようとする月の前月 20 日までに「償還猶

予申出書（貸付第 10 号）」を提出します。 

添付書類 

○  不要です。  

猶予条件  １ 住宅資金又は住宅災害資金の貸付に限ります。  

２ 住宅被災が、住宅災害資金の貸付事由に該当し、当該災害に

ついて災害見舞金の給付を受けた場合に限ります。  

猶予承認   互助会から猶予承認通知が送付され、償還猶予期間が決定されま

す。 

猶予期間   猶予期間は、12 か月の範囲内です。  

注  意  償還猶予期間中は無利息です。期間終了月の翌月から、猶予前に引

き続き償還となります。 



⑨ 差額貸付（借り換え）  

  互助会から貸付を受けている方で、既に借りている貸付と同じ種別の貸付を、完済前

に申し込むことができます。 

  この場合、互助会が送金する金額は、申込みの金額から貸付の残高を差し引いた金額と

なります。 

  ただし、償還回数が 24 回未満の場合、借り換えはできません。 

 

⑩ 延滞利息  

平成 19 年４月以降の新規貸付については、月末までにその月中に償還されるべき償還

金が互助会に入金されないときは、その未償還元金に対し、月割りで次の延滞利息が加算

されますのでご注意ください。  

    延滞利息 年利 7.3％（月利 0.608％） 

 

⑪ 団体信用生命保険制度（団信） 

  団信に加入した借受者が、死亡又は高度障害の状態に該当した場合に、借受人に代わっ

て保険会社が債務を返済するものです。（任意加入）  

 区  分  説     明  

加入条件   互助会から新規に貸付を受け、保険会社から加入承諾された方

が加入できます。  

加入手続き   貸付申込書の団信加入希望欄に「有」と記入した借受者へ、申

込書等を送付します。送付された申込書を記入し、互助会へ提出

してください。  

保 険 料  
○保険料は会員負担です。毎年変動するため、詳細は互助会へお問い

合わせください。 

○１月～12 月までの年払いです。初回保険料は、加入月から 12 月分

を互助会に振り込みます。次回以降は、口座振替となり、１～12 月分

が前年 11 月末頃に引き落としとなります。 

○年度の途中で償還が終了する場合は、未経過分を返戻します。 

そ の 他   中途加入（債務の返済途中からの加入）はできません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



生活資金 

 貸付事由  
  会員が、臨時に資金を必要とするとき。 

「臨時に資金を必要とするとき」とは、一時的な支払の必要が生じた

ときを指し、経常的な支出（生活費等）や他の債務の返済に充てること

は、貸付の対象となりません。（土地及び住宅の取得や増改築は生活資

金の貸し付け対象となりません。） 

 貸  付  額    10万円単位とし、200万円以内 

 利  率    年利1.31％        

 返済回数  
毎月償還…50回以内 

 ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※  貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望額 

となります。 

 償還開始    貸付を受けた翌月から償還します。 

 申込・貸  

付の時期  

  １日～15日受付…翌月10日送金 

 16日～月末受付…翌月25日送金 

 提出書類  

 添付書類  

 

 生活資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「生活資金

貸付申込書（貸付第１号様式）」を提出して行います。 

添付書類  

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式） 

 ※ 他の添付書類は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



災害資金 

 貸付事由    会員が、災害を受け復旧に資金を必要とするとき。 

（災害見舞金の給付を受けた会員のみ） 

 貸  付  額    10万円単位とし、100万円以内で損害額の範囲内 

 利  率    無利息 

 返済回数  毎月償還…50回以内 

 ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※  貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望額と

なります。 

 償還開始    貸付を受けた翌月から償還します。 

申込・貸付

の時期  

  １日～15日受付…翌月10日送金 

 16日～月末受付…翌月25日送金 

提出書類  

添付書類  

 

 災害資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「災害資金

貸付申込書（貸付第４号様式）」を提出して行います。 

添付書類 

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式） 

※ 他の添付書類は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



育児休業資金 

貸付事由    会員が育児休業期間中に資金を必要とするとき。  

貸  付  額    10万円単位とし、60万円以内 

利  率    年利1.17％ 

返済回数    50回以内 

償還開始  
  育児休業が終了した翌月から償還します。 

※ 育児休業中の利息は無利息です。 

申込・貸  

付の時期  

  １日～15日受付…翌月10日送金 

 16日～月末受付…翌月25日送金 

提出書類  

添付書類  

 

 育児休業資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「育児

休業資金貸付申込書（貸付第７号様式）」を提出して行います。 

添付書類  

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式）  

○ 産後休暇を取ることが分かる書類（休暇簿簿写し等）  

○ 育児休業の辞令書の写し（貸付後に提出）  

備  考  無給中の貸付けができないため、産前休暇を取得する頃にお申込みいただ

き、育児休業による償還猶予前に１回以上償還することが必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



自動車資金 

貸付事由    会員が自動車の購入に資金を必要とするとき。  

貸  付  額   10万円単位とし、300万円以内で契約額の範囲内 

利  率    年利1.3％ 

返済回数  
毎月償還…72回以内 

 ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※  貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望額と

なります。 

償還開始    貸付を受けた翌月から償還します。 

申込・貸  

付の時期  

  １日～15日受付…翌月10日送金 

 16日～月末受付…翌月25日送金 

提出書類  

添付書類  

 

 自動車資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「自動車

資金貸付申込書（貸付第８号様式）」を提出して行います。 

添付書類  

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式）  

○ 販売店との売買契約書の写し（注文書は契約書に含む）  

備  考    貸付申し込み時点で、まだ支払いが完了していない場合に貸付を行いま

す。 

 自動車購入に付随するカーナビ等の備品、税金等は、自動車を購入する

際の契約書の金額に含まれている場合は対象となります。 

カーナビ等の備品のみの購入、自動車の修理費用、リース費用（残価設

定型クレジット含む）は対象となりません。 



教育資金 

貸付事由  
  会員の子が、学校教育法に定める大学（大学院を含む）、短期大学

、高等専門学校、高等学校、専修学校、外国の教育機関に入学※又は

修学中のための資金を必要とするとき。  

※ 入学（修学又は受講）する課程の修業年限が３月以上であり、

かつ正規の教育課程の修業年限が１年以上である教育機関。  

  会員自身の修学若しくは資格取得のための資金を必要とするとき。  

会員自身の奨学金等の借換えのための資金を必要とするとき。  

貸  付  額    10万円単位とし、300万円以内で必要額の範囲内 

利  率    年利1.17％ 

返済回数  

  毎月償還…100回以内 

 ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※  貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望

額となります。 

償還開始    貸付を受けた翌月から償還します。 

申込・貸  

付の時期  

  １日～15日受付…翌月10日送金 

 16日～月末受付…翌月25日送金 

提出書類  

添付書類  

 教育資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「教育資金

貸付申込書（貸付第９号様式）」を提出して行います。 

添付書類 

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式）  

○ 進学の場合は、合格通知書又は入学許可書の写し 

○ 入学後は、在学証明書原本 

○ 会員の修学又は資格取得の場合はで上記の提出が困難な場合は

入学金、授業料等の必要経費が証明できるものの写し 

○ 貸付額が100万円を超える場合は、「教育資金貸付申込額算定

書（貸付第９－２号様式）」及び貸付を受けてから２年以内の必

要経費の証拠書類（入学金、授業料が分かる書類の写し、アパー

トの契約書の写し 等） 

○ 外国の教育機関の場合は、理事長が定める要件に該当すること

が証明できる書類（様式第9-3号）又はこれに準ずる書類（必要

に応じて日本語の翻訳文を添付） 

○ 借換えの場合は、教育資金貸付申込額算定書(貸付第9-2号様式

)及び以下を加える。 

⑴ 現在貸付けを受けている金融機関等との金銭消費貸借契約書

又は借用証書の写し（借入日、借入期間及び借入金額が記載し

てあるもの） 

⑵ 返済予定表又は残高証明書 

⑶ 口座振替の場合は、返済用口座の通帳の写し（返済用口座の

名義人、口座番号及び申込月の直近６か月までの返済状況が分

かるページ） 

⑷ 給与天引きの場合は、給与明細及び賞与明細（直近１回） 

⑸ 現在貸付けを受けている金融機関等からの完済した旨を証す

る押印のある金銭消費貸借契約書の写し等（入金後） 

備  考   子の人数に関わらず、上限額の範囲内で必要額を貸付できます。 



住宅資金 

貸付事由   会員が、自己の住宅の新築、増改築又は金融機関等からの借換えのた

め資金を必要とするとき。 

貸 付 額 
  10万円単位で貸付日時点の給料月額×５年後の退職手当支給率（自己

都合）＋200万円（ただし、1,000万円を限度）以内で契約額の範囲内 

利    率  年利 0.96％  

返済回数 
  毎月償還…240回以内  

 ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※  貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

   ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望額

となります。 

償還開始   貸付を受けた翌月から償還します。 

申込・貸 

付の時期 
月末締切、翌月25日送金 

提出書類 

添付書類 

 住宅資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「住宅資金

貸付申込書（貸付第２号様式）」を提出して行います。 

添付書類  

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式） 

○ 資金計画書（貸付第２－２号様式） 

○ 別表１(P.29)に掲げる添付書類 

 備  考 
工事完了後は、直ちに完了報告書（貸付第２－５号様式）と別表２  

(P.30)に掲げる添付書類を提出します。  

定年退職予定５年以内の場合、新たな貸付は行いません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



住宅災害資金 

貸付事由  
  会員が、激甚災害により自己の住宅に２分の１以上の損害を受け、新

築等のため資金を必要とするとき。（災害見舞金の給付を受けた会員の

み） 

貸  付  額 10万円単位とし、200万円以内で契約額の範囲内 

利  率 年利0.83％ 

返済回数 

毎月償還…200回以内 

ボーナス償還…毎月償還回数の６分の１以内の希望回数 

※ 貸付額が100万円以上のときにボーナス併用償還が可能です。 

  ボーナス償還は、貸付額の２分の１以内で、10万円単位の希望額と

なります。 

償還開始  貸付を受けた翌月から償還します。 

申込・貸 

付の時期  
 月末締切、翌月25日送金（申込みは災害発生から２年以内） 

 提出書類  

 添付書類  

 

 

 住宅災害資金の貸付申込は、会員が互助会（互助厚生係）に対し「住宅

災害資金貸付申込書（貸付第３号様式）」を提出して行います。 

添付書類 

○ 貸付事業における個人情報に関する同意書（貸付第90号様式） 

○ 資金計画書（貸付第２－２号様式） 

○ 別表１に掲げる添付書類 

 備  考  
工事完了後は、直ちに完了報告書（貸付第２－５号様式）と別表２に

掲げる添付書類を提出します。  

定年退職予定５年以内の場合、新たな貸付は行いません。  

  



別表１  

区  分  添 付 書 類  

住宅  新築  

全面改築  

１ 確認済証の写し等 

 (1) 建築確認を必要とする地域は、確認済証の写し及び確認

申請書の第１面から５面の写し 

 (2) 建築確認を必要としない地域は、建築工事届の写し及び

市町村長又は建築主事の発行する建築確認不要証明書の写

し 

２ 工事請負契約書の写し 

（契約金額が150万円以下の場合は請書の写しで可） 

３ 敷地の登記簿謄本の写し（注１） 

 (1) 土地が農地のときは、農地転用許可書の写し又は農地転

用受理証明書の写し 

 (2) 土地が会員以外の名義の場合は、土地の名義人の工事承

諾書（貸付第２－４号様式） 

４ 住宅の平面図（間取りがわかるもの） 

 10㎡以上の

増築、改築  

１ 確認済証の写し等(上記参照) 

２ 工事請負契約書の写し(上記参照) 

３ 敷地の登記簿謄本の写し(上記参照) 

４ 住宅の平面図（既存の平面図に改築等の箇所を朱書で表示

） 

５ 住宅の登記簿謄本の写し 

６ 住宅が会員以外の名義のとき。 

  ○住宅の名義人の工事承諾書（貸付第２－４号様式） 

  ○会員と住宅の名義人が同居していることを証明する書類

   （住民票の写し等） 

修理  

10㎡以下の  

増築、改築  

 

 

 

１ 工事請負契約書の写し 

（契約金額が150万円以下の場合は請書の写しで可） 

２ 住宅の登記簿謄本の写し 

３ 住宅の平面図（修理等の箇所を朱書で表示） 

４ 住宅が会員以外の名義のとき 

○住宅の名義人の工事承諾書（貸付第２－４号様式） 

購入  

(土地付住宅    、  

マンション等    ) 

 

 

 

１ 売買契約書の写し 

２ 敷地の登記簿謄本の写し（売主のもの） 

３ 住宅の登記簿謄本の写し（売主のもの） 

住宅が建築中で未登記のときは、確認済証の写し又は検査

済証の写し 

４ 住宅の平面図（間取りがわかるもの) 

５ 業者代理売買のときは、売買委任状の写し等 

敷地  

 

 

 

 

 

購入  

 

 

 

 

 

１ 売買契約書の写し 

２ 敷地の登記簿謄本の写し（売主のもの） 

３ 住宅建築に関する誓約書（貸付第２－３号様式） 

４ 土地が農地の場合は、農地転用許可書の写し又は農地転用

受理証明書の写し 

５ 業者代理売買の場合は、売買委任状の写し等 

借換  

 

 

 

１ 住宅の工事請負契約書又は売買契約書の写し 

２ 住宅及び敷地の登記簿謄本の写し（注１） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 現在貸付けを受けている金融機関等との金銭消費貸借契約

書又は借用証書の写し（借入日、借入期間、借入金額及び住

宅取得に係る貸付けを受けていることが記載してあるもの） 

４ 返済予定表又は残高証明書 

５ 口座振替の場合は、返済用口座の通帳の写し（返済用口座

の  名義人、口座番号及び申込月の直近６か月までの返済状

況が  分かるページ） 

６ 給与天引きの場合は、給与明細及び賞与明細（直近１回） 

７ 現在貸付けを受けている金融機関等からの完済した旨を証

する押印のある金銭消費貸借契約書の写し等の貸付金が完済

され、又は返済に充当されたことを証する書類（入金後） 

８ 抵当権が設定されている場合は、抵当権が抹消されたこと

が 分かる書類（入金後） 

 

（注１）  登記簿謄本の写しは、６か月以内に発行されたものとする。  

 

 

別表２  

区  分  添 付 書 類  

新築、全面改築  所有権保存登記後の登記簿謄本の写し又は権利証の写し  

10㎡以上の増築・改

築  

検査済証の写し又は工事引渡証の写し  

修理  

10㎡以下の増築・改

築  

領収書の写し  

住宅の購入  

敷地の購入  

所有権移転登記後の登記簿謄本の写し又は権利証の写し  

注意事項  

① 住宅の購入の場合は住宅と敷地の両方が必要です。  

② 敷地のみの購入の場合は、５年以内に住宅を建築後

、再度完了報告書を提出しなければなりません。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


